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研究要旨 

国民保護法第 32条に基づく国民保護基本指針においては、沖縄県先島地方について、

島外避難の適切な実施を図るため、国の特段の配慮のもと県域を越える広域避難体制の

構築が求められている。あわせて、九州・山口各県をはじめとする地方公共団体との広

域的な連携体制により避難住民の受入体制を整備する必要がある。こうした中で課題と

なるのが要配慮者であり、想定される先島地方からの全島避難においては、全住民約 12

万人のうち約 1割弱を占めるとされている。 

本研究では、要配慮者が空路および航路により避難する際に必要となる調整体制およ

び情報共有のあり方について、九州・山口地域および沖縄県における広域連携の観点か

ら整理した。あわせて、保健医療福祉従事者による搬送支援体制について、積算根拠、

費用負担のあり方および補償の観点から、制度的課題を中心に検討した。 

Ａ．研究目的  

国民保護事案が発生した際、先島５市町

村の要配慮者（入院患者、施設入所者、在宅

医療患者等、約 1万人）を対象に、医療およ

び福祉サービスを継続しつつ、九州・山口地

域へ安全かつ短期間で避難・移送する方策

を事前に検討することが求められている。 

沖縄県では令和４年度から先島住民避難

に関する国民保護訓練が進められており、

これまで一般住民を中心とした枠組みの検

討が行われてきたが、要配慮者への対応が

課題として位置付けられている。特に本分

野では専門的知見が不可欠であり、救急・災

害医療、保健行政、介護・障がい福祉等の関

係者の参画が求められる。本研究では、これ

らを踏まえ、沖縄県の地域特性を考慮した

要配慮者の避難における保健医療福祉提供

体制のあり方を明らかにすることを目的と

する。 

 

Ｂ．研究方法 

 内閣官房、消防庁、沖縄県および先島 5市

町村が実施してきた沖縄県国民保護共同図

上訓練の基本想定および関連資料を収集・

分析した。これらの分析結果を基に、保健医

療福祉および災害医療の観点から、沖縄県

の地理的・社会的特性を踏まえた要配慮者

の避難計画に関する課題を抽出し、実効性

のある避難支援体制のあり方について検討

した。 

  

Ｃ．研究結果 

1. 全体の指揮統制と沖縄県の指揮統制 
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九州・山口および沖縄における要配慮者

対応の最上位本部（以下、大本部）は 1か所

に集約することが適切と考えられ、その設

置場所としては搬入拠点を有する福岡県ま

たは鹿児島県が想定された。大本部の下位

に各県の保健医療福祉調整本部を配置する

構造となる。搬入拠点となる福岡空港、鹿児

島空港および鹿児島港の位置付けについて

は、大本部直下とするか、福岡県・鹿児島県

本部の下位とするかは、各拠点の業務内容

や配置人員、各県の運用方針により異なる

と考えられたが、いずれの場合においても

指揮統制の管理限界を踏まえた体制設計が

必要である。 

沖縄県内の保健医療福祉に関する組織体

制は下記が望ましいと考えられた。要点は

本島では地域本部制をとらず県庁と各拠点

の 2階層とする。一方、先島（宮古保健医療

圏、八重山保健医療圏）においては各々保健

所を中核とした地域本部（地域保健医療福

祉調整本部）を県立病院に設置し、避難登録

および健康チェック等を含めた集中的な管

理を行う体制とする。 

 いずれの階層においても行政本部との連

携が不可欠であるが、行政側の指揮統制の

具体像については十分に示されておらず、

今後の課題と考えられた。 

 

 

 
 

 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着

後〜各県の移動手段 

 

沖縄県側の搬送手段が空路および航路に

限られることから、要配慮者の介護・医療の

状態に応じて下記の 7 区分を設定した。九

州・山口側についてもこの区分に基づき移

動手段の検討を行った。 

 

 

自力歩行（独歩 1（独歩）、独歩 2（介護独

歩））、および座位保持が可能な要配慮者（護

送 1（介護護送））については一般住民と同

様にバスや新幹線等による集団移動を想定

した。 

医療行為を要する護送 2（医療護送）につ

いては民間介護搬送業者または民間救急搬

送業者を活用し、医療従事者が添乗する体

制が望ましいと考えられた。 

担送 1（介護担送）は民間救急搬送業者や

医療機関車両、担送 2（医療担送）は医療従

事者が添乗する医療機関車両による搬送が

適切と考えられた。 

消防救急車については、緊急対応への影

響を考慮し、原則として搬送計画には組み

込まないこととした。ただし、本計画に対し

て全国からの応援隊が得られる場合には、

緊急対応および担送区分の搬送に振り分け

て運用することが想定された。 

なお、担送 3（重担送）については搬送手
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段および搬送時間の制限や安全性の観点か

ら、医療班が添乗する回転翼機で搬送し、沖

縄本島で受け入れる体制とした。 

 

3. 沖縄県における移動手段 

 

沖縄県内の移動手段については、空路は

民間旅客機およびドクターヘリ、消防防災

ヘリ等の関係機関の回転翼機を中心に、ま

た航路は民間フェリー等の活用を含めて確

保に向けた調整が進められていることが確

認された。 

 

（1）二次離島内（石垣島・宮古島を除く

先島諸島） 

 病院や有床診療所は存在せず、福祉施設

は西表島に 1 か所のみである。同施設入所

者については、島内の担送可能な車両によ

り港まで搬送する必要があるが、対象者は

少数であり、島内の車両および人員で対応

可能と考えられた。他の二次離島について

も同様であり、現時点では外部からの保健

医療福祉支援は想定されていない。 

 

（2）二次離島から一次離島への移動 

多良間村については空路による宮古島へ

の移動が計画されており、フェリーも含め

た既存の移動手段と島内人員で対応可能と

考えられた。 

八重山の二次離島については航路による

移動となるが、西表島の福祉施設入所者へ

の支援を除き、保健師等を含む地元人材で

の対応が可能と考えられた。 

 なお、与那国島は二次離島に位置付けら

れるが空港が整備されており、空路により

直接福岡空港へ移動する計画とされている。 

 

（3）一次離島内（宮古島・石垣島） 

医療機関および福祉施設は宮古島および

石垣島に集中しているが、島内の護送・担送

に対応可能な車両および人員は限られてい

る。このため、空路および航路の運用に合わ

せて短時間に多数を搬送することは困難で

あり、避難準備期間中に島内搬送用の車両

および人員（運転要員および医療班）を事前

に派遣する必要があると考えられた。 

 

（4）空路 

宮古島からは宮古空港および下地島空港

を利用して鹿児島空港へ、石垣島からは石

垣空港を利用して福岡空港へ移動する計画

とされた。なお、先島から屋内避難地域とな

る沖縄本島への空路移動については、担送 3

（重担送）を除き現時点では計画されてい

ない。 

 

（5）航路 

空路での移動が困難な要配慮者について

は航路による搬送となるが、宮古および石

垣ともに搬送に使用可能な船舶の確保が課

題として残されている。対象者は担送およ

び護送が中心となるため、船内における垂

直移動手段や適切な療養環境を備えた船舶

が求められる。また、精神疾患や感染症等、

特別な配慮を要する患者に対応可能な船舶

の確保も課題である。 

 航路での移動先は鹿児島港が想定されて

いるが、航走時間は先島〜沖縄本島間で約

半日、沖縄本島〜鹿児島間でさらに約 1 日

を要する。このため、沖縄本島での乗り継ぎ

の可否、健康管理および生活支援の方法、本

島内の搬送および受入れのオペレーション

等について、それぞれ課題があり、今後さら

なる検討が必要である。 



9 

 

 

4. 搬送に必要な医療・介護・福祉関係者

について 

 

 

要配慮者の状態に応じて医療・介護・福祉従

事者の添乗が必要となる。また、搬送手段およ

び所要時間、要配慮者の状態により必要とな

る職種および人員は異なるため、それらを基

本要素として人員配置の設定を行った。 

 

（1）二次離島からの搬送 

・与那国（空路）については、各機に医師 1

名、看護師 2 名の構成とした。なお、本構成

を民間機における機内医療班の基本構成とし

た。 

・竹富町各島（航路）については、西表島の

福祉施設入所者の搬送に限り、医師 1 名、看

護師2名、ロジスティクス要員1～2名（DMAT

構成を参考）を配置することとし、それ以外の

離島については医療班は不要または地元保健

師による対応が可能と考えられた。 

・多良間村については、航路・空路いずれも

地元保健師による対応を基本とした。 

 

（2）一次離島内搬送（宮古島・石垣島） 

搬送手段は医療従事者の要否により、搬送

車両と救急車両に分類した。 

 ・搬送車両では、護送 1 および担送 1 に対

して運転手 1 名と介護職等 1～2 名を基本構

成とした。 

・救急車両では、護送 2 および担送 2 に対

して運転手 1 名、医師 1 名、看護師 1 名を基

本構成とした。担送 3 についてはこれに加え

て重症度に応じた追加人員を配置する構成と

した。 

 なお、救急車両に添乗する医療班は運用の

簡便性を考慮し基本構成を統一した。また、施

設職員や家族の同乗が想定される。 

 

（3）一次離島から沖縄本島および九州への空

路搬送 

沖縄本島への空路搬送については、民間機

の使用は限定的と考えられるが、使用する場

合は医師 1名、看護師 2名の基本構成とした。

担送 3 については回転翼機による搬送とし、

ドクターヘリでは通常運用体制、他機関ヘリ

では医師 1 名、看護師 1 名に加え必要に応じ

て臨床工学技士等の追加配置を想定した。 

九州への民間機についても同様に各機に医

師 1 名、看護師 2 名を配置し、機内急変への

対応を行う体制とした。 

 介護については原則として家族の同伴を想

定するが、対応困難な場合には要配慮者 2 名

につき 1 名の介護職または看護師の配置が必

要となる可能性がある。計画上、3 空港合計で

1 日 51 機（96 便）の運航が想定されており、

同数の医療班の確保が必要となる。 

 

（4）一次離島から沖縄本島および九州への航

路搬送 

航路については、対象者 50 名を 1 単位とし

て、指揮機能に DMAT 構成 1 隊、医療対応に

2 隊、さらに搬送対象者 5 名に対して 1 名の

介護担当（介護職または看護師、計 10 名）を

配置し、合計 22 名程度と試算した。2 交代制

とした場合には約 44 名が必要と見込まれた。 

また、精神・感染症等の特殊対応については

DPAT や感染症専門家等の関与が必要と考え

られた。 

本計画の航路に関わる人員の概数について

は、船舶の収容能力や那覇での乗継の有無に

より大きく変動するため、今後の検討課題と

した。いずれにせよ支援者の業務負担は大き
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く、人員確保は困難となる可能性が高い。 

 

（5）搬出拠点 

搬出拠点は一次離島の基幹病院である県立

宮古病院および八重山病院に設置する。病院

内に地域本部と併設して健康チェックポイン

トおよび要配慮者避難登録センターを集約す

る体制とした。運営には DMAT の活動拠点本

部に準じた外部支援が必要と考えられた。 

 

（6）交代および引き継ぎ 

避難期間（約 6 日間）を考慮し、医療班の

交代は疲労状況に応じて実施する必要がある。

特に航路搬送に従事する班は負担が大きく、

到着後の交代が必須と考えられた。 

なお、先島に派遣される人員は避難期間中

の交通機関の利用が制限されるため、連続し

ての勤務となる可能性がある。 

要配慮者の引き継ぎについては、福岡・鹿児

島の空港・港湾等の搬入拠点到着時に行うこ

とが適切と考えられた。 

 

5. 避難に関わる情報管理について 

 

（1）現行の情報基盤の状況 

現行の医療、介護、障がい福祉に関する情報

システムは、それぞれ独立して運用されてお

り、管理主体も異なっている。医療情報のうち

重要度の高い服薬情報等についてはオンライ

ン資格確認等システムにより把握が可能であ

るが、要配慮者においてはマイナンバーの利

用率が低いこと、また個人情報保護の観点か

ら国民保護事案発生時の利用については十分

に整理されていない。 

 介護情報については、要介護・要支援認定申

請書、主治医意見書、ケアプラン等が参考とな

るが、市町村主体で管理されており全国的な

共有化はなされていない。障害福祉サービス

に関する情報も同様である。現状では、個人番

号に保健医療福祉に関する各種データが統合

的に紐付けられておらず、個別に参照する必

要がある。 

 

（2）求められる情報管理 

避難における情報管理には大きく 3 つの課

題があると考えられた。すなわち、①避難先に

おいて現在受けている保健医療福祉サービス

を継続するための情報管理、②搬送時の医療・

介護・福祉提供およびその記録のための情報

管理、③要配慮者のトラッキングのための情

報管理である。 

 

①保健医療福祉サービスの継続のためには、

関連データの電子化および共有基盤の整備が

必要であり、厚生労働省が推進する全国医療

情報プラットフォームの早期導入が望まれる。

また、要配慮者におけるマイナンバー登録の

促進も必要と考えられた。 

 

②搬送時の情報管理については、特に航路搬

送では 2～3 日を要する可能性があり、通信途

絶も想定される。このため、乗船する要配慮者

の情報を関係者間で共有し、船内において適

切な医療・介護・福祉サービスを提供するとと

もに、実施内容を記録する必要がある。その際、

紙媒体でも運用可能な個人情報様式の整備が

必要と考えられた。 

 

③トラッキングのための情報管理については、

一般住民の避難と同様に QR コードを用いた

システムを要配慮者にも適用し、各ポイント

でのチェックを行うことが想定された。ただ

し、現行案では当該 QR コードはマイナンバ

ーとは連携していない。 
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いずれにおいても、搬送先で医療・福祉に関

する個人情報を個人情報保護に配慮しつつ参

照可能とする体制は未整備であり、今後の検

討課題と考えられた。 

 なお、入院患者については情報量が多岐に

わたるため、通常の診療情報提供書および看

護サマリーに準じた形式での情報提供が適切

と考えられた。 

 

6. 救護班の給与と補償について 

 

 ・給与 

救護班としての活動に要する人件費につい

ては、賃金職員等雇い上げ費として、日当およ

び時間外勤務手当等を支弁することが必要と

考えられる。その際、自然災害時の取扱いを踏

まえ、公的機関、準公的機関その他の所属区分

によって日当の支給対象に差異を設けること

なく、所属機関から派遣された従事者本人に

対して適切に支給されるよう留意することが

望まれる。 

 また、COVID-19 対応時の取扱いを踏まえ、

職種別・業務別の時間給の導入や、特にリスク

の高い地域で支援に従事する者に対する手当

の加算等についても検討が必要と考えられる。

いわゆる危険手当に相当する措置を含め、従

来の自然災害時とは異なる費用支弁のあり方

について整理が求められる。 

 

（参考：厚労省事務連絡 令和 6 年 1 月 11 日

より） 

能登半島地震：人件費 「救護班としての活動

に要する人件費は、災害救助費の賃金職員等

雇上費（実費）として、災害救助法の規定に基

づき支弁されます（独立行政法人国立病院機

構、独立行政法人地域医療機能推進機構、国立

高度専門医療研究センター、公立病院、地方自

治体及び日本赤十字社の現職の有給職員につ

いては超過勤務手当のみ対象。） 

 

・補償 

派遣元に対する補償についても整理が必要

と考えられる。人員を派遣することにより、医

療機関における診療収入の減少や、残存職員

への負担増加が生じる可能性がある。特に国

民保護事案では安全上の懸念が残る状況下で

の派遣となることから、医療機関の理解を得

るためにも、人員派遣に伴う減収等に対する

一定の財政的支援が求められる。 

 また、補償とは別に、診療報酬および介護報

酬における人員配置基準等について特例的な

取扱いをあらかじめ示すことにより、派遣元

の理解が得られやすくなると考えられる。 

派遣された従事者に対する補償については、

制度設計の明確化が不可欠である。すなわち、

武力攻撃事態等の各段階において労働災害補

償制度が適用されることを明確化するととも

に、死亡等の重大事案に備えた保険制度の整

備が必要と考えられる。 

 なお、補償水準については、例えば現行の沖

縄県における離島急患搬送に係る取扱い（職

種により異なるが、医師の場合、死亡補償額２

億円）等を参考とし、同等以上の水準を確保す

ることが望ましい。 

これらを踏まえ、避難対象地域への派遣に

ついては、指定公共機関や DMAT病院等の組織

を中心とした体制とすることが望ましいと考

えられる。個人単位での派遣や人材派遣事業

者の活用については、慎重な検討を要する。あ

わせて、平時からの講習会等を通じた基礎知

識の習得も重要と考えられる。 

 

7. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチ
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ングの手順 

 

オンライン資格確認等システムや要介護・

要支援申請書、主治医意見書、ケアプラン等の

電子データの共有が困難な場合には、沖縄側

から搬送先へ必要な情報を個別に準備する必

要がある。しかし、その事務作業量は大きく、

円滑なマッチングには課題があると考えられ

た。 

 理想的には全国医療情報プラットフォーム

の活用が望まれるが、現状では、何らかの情報

共有システムの整備とともに、個人情報保護

に配慮した情報共有のルールおよび運用タイ

ミングをあらかじめ整理しておくことが前提

となる。 

本手順は、限られた情報環境下において段

階的にマッチングを進めることを基本として

整理した。 

 

①沖縄県本部は、大本部に対して搬送区分ご

との要配慮者の概数および搬出拠点を共有す

る。これにより搬出方法および搬入拠点が決

定される。 

②大本部は沖縄県からの情報を基に、各県に

おける搬送区分ごとの受入概数を調整し決定

する。 

③各県本部は受入可能な施設を選定し、受入

可能人数および施設種別とともに大本部へ報

告する。 

④沖縄県本部は、関係機関の承認を得た上で、

搬出拠点ごとの要配慮者の個人情報を電子デ

ータとして大本部へ共有する。 

⑤大本部は搬入拠点に対し、各県の受入施設

リストおよび沖縄県から提供された個人情報

を共有する。搬入拠点はこれを基に受入先の

選定案を作成し、各県本部へ共有する。なお、

搬入拠点には DWAT 等の専門職による支援

が必要と考えられた。 

⑥沖縄県は搬出拠点ごとの空路・航路のタイ

ムテーブルを大本部へ共有し、大本部は搬入

拠点に対して各要配慮者の到着予定を伝達す

る。 

⑦搬入拠点は到着予定時刻等の情報を各県本

部へ共有し、事前に選定された施設への搬送

を開始する。変更が生じた場合には関係本部

間で速やかに情報共有を行う。 

⑧入院患者については、先島地域本部から診

療情報提供書および看護サマリーを、大本部、

搬入拠点または各県本部を通じて受入医療機

関へ送付する。 

  

Ｄ．考察  

  

本研究では、要配慮者の広域避難に関する

現状の課題を整理し、それに基づく対応の方

向性を検討した。国民保護事案は前例がなく、

法的枠組みに加え、特に安全確保に関する不

確実性が大きいことから、避難対象地域とな

る先島地域および沖縄本島において必要な人

的支援を十分に確保できるかについては依然

として課題が残されている。派遣される保健

医療福祉従事者およびその家族、所属機関の

不安を軽減するための環境整備が不可欠であ

り、行政による制度的・運用的支援が求められ

る。 

 一方で、自然災害と異なり一定の準備期間

を確保できる可能性があることから、平時か

らの具体的な対応策の策定および関係機関間

の連携体制の構築が重要であると考えられる。 

  

Ｅ．結論 

 

本研究では、要配慮者の広域避難における

課題および求められる対応策について整理し
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た。課題は多岐にわたり、単一の対策で解決で

きるものではなく、関係機関が連携し段階的

に対応を進めていく必要がある。 

 特に、搬送体制の構築、情報管理の整備、人

員確保および補償制度の確立が重要な要素で

あり、これらを含めた総合的な体制整備が求

められる。 

本研究で示した枠組みは、今後の具体的な

計画策定に資する基盤となるものと考えられ

る。 

  

Ｆ．健康危険情報 

 現時点で特記すべき事項はないが、計画お

よび対策が十分に進まない場合には、国民保

護事案に伴う健康リスクの増大が懸念される。 
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